
 

 

1 

 

受動喫煙防止対策に関する今後の取組みについて 

 

Ⅰ 今後の取組み方針（平成 27年度） 

○ 子どもが主に利用する施設及び医療機関における敷地内禁煙（事情がある場合は

建物内禁煙）の実施率を今年度中に１００％となるよう取り組む。 

○ 公共性の高い施設における敷地内禁煙又は建物内禁煙（事情がある場合は完全分

煙）の実施率を２８年度を目途に１００％となるよう取り組む。 

○ 不特定多数の者が利用する施設（飲食店、宿泊施設等）における「やまがた受動

喫煙防止宣言」の提出数の拡大を図る。 

 

Ⅱ 施設種類別の対策状況と今後の対応 

 １ 施設種類別の対策状況 

施設の 

種別 
施設例 

講ずべき対策 
対策未実施の主な理由 

 実施率※ 

①子どもが主に利

用する施設及び医

療機関 

学校 敷地内 

禁煙 

97.3% 地区民の活動施設等とし

て開放しているため 

児童福祉施設 幼稚園

82.9% 
運動会等多くの保護者が

来園する行事で喫煙する

保護者がいるため 
保育園

95.2% 

病院 調査中 精神科の入院患者等禁煙

が困難な患者がいるため 

②公共性の高い施

設 

官公庁施設 敷地内

禁煙 

又は 

建物内

禁煙 

91.9% 喫煙する施設入所者等が

いるため 社会福祉施設 82.0% 

大学等 100.0% 

美術館、博物館 94.9% 

図書館 100.0% 

体育館等運動施設 96.5% 

展示場、観覧場 92.9% 

集会場 96.0% 

公共交通機関、金融

機関、公衆浴場 

 

③不特定多数の者

が利用する施設 

飲食店、理・美容店、

宿泊施設、販売施

設、遊技・娯楽施設 

建物内禁煙 

又は 

完全分煙 

建物の構造・面積上完全分

煙室の設置が困難なため、

収入減に繋がるため 

④子ども等の利用

がある屋外施設 

公園、動物園、植物

園、遊園地 

敷地内禁煙 喫煙する利用者がいるた

め 

※実施率は、学校は平成 26年度、それ以外は平成 27年度時点。 
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２ 施設種類別の具体的な対応 

（１）子どもが主に利用する施設 

   子どもが主に利用する施設で講ずべき対策が未実施の施設に対し、今年度中の実

施を関係機関と連携して個別に要請していく。 

 

（２）公共性の高い施設 

   公共性の高い施設で講ずべき対策が未実施の施設に対し、28年度中の実施を目途

に関係機関と連携して個別に要請していく。 

 

（３）不特定多数の者が利用する施設 

① 関係団体と連携した「やまがた受動喫煙防止宣言」の提出促進 

県と関係団体が連携し、関係団体に所属する施設からの宣言の提出を促進する

とともに、個別訪問により多くの施設から宣言をしてもらうことで受動喫煙防止

への理解を深め、対策実施に繋げていく。 

② 受動喫煙防止対策説明会の開催 

食品衛生協会主催の食品衛生責任者講習会等を活用し、飲食店等の施設管理者に対し

受動喫煙防止対策について説明を行う。 

③ 巡回訪問による受動喫煙防止啓発活動の実施 

保健所職員が、民間施設(飲食店、宿泊施設、事業所等)を巡回訪問し、受動喫

煙防止対策について啓発を行う。 

 

３ 一般県民への「やまがた受動喫煙防止宣言」の普及 

（１）イベント等における普及啓発 

県、市町村、関係団体、民間企業が実施するイベント、会議及び研修会等の様々

な機会を捉え「やまがた受動喫煙防止宣言」を周知し、多くの個人、団体から宣言

をしてもらうことにより受動喫煙防止の普及啓発を図る。 

開催日 イベント名（イベント主催者） 内 容 

９月 26 日（土） モンテディオ山形ホームゲーム 

（㈱ﾓﾝﾃﾃﾞｨｵ山形） 

パンフレット・ティッシュ

配布 

９月 27 日（日） みんなで広げよう健康の輪 

（(公財）やまがた健康推進機構） 

ブース出展 

10 月４日（日） やまがたピンクリボンフェスタ 

（やまがたピンクリボン実行委員会） 

ブース出展 

10 月 23 日（金） 

～25 日（日） 

がんを知る展 

（アフラック） 

パンフレット・ティッシュ

配布 

10 月 24 日（土） 

～25 日（日） 

やまがた環境展２０１５ 

（山形県） 

ブース出展 

11 月 14 日(土) 

～15 日（日） 

やまがた健康フェア 

（やまがた健康フェア 2015 実行委員会、

㈱山形新聞社） 

ブース出展、ステージＰＲ 
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（２）ホームページ等を活用した普及啓発 

ホームページ、フェイスブック等を活用した受動喫煙防止の普及啓発を図る。  

 

（３）リーフレットを活用した普及啓発 

幼稚園・保育園に全世帯分のリーフレットを送付し、受動喫煙防止の普及啓発を

図る。 

 

４ 子どもや妊産婦等を受動喫煙から守る対策の推進 

保健所職員等が学校などで未成年の喫煙防止等に関する出前講座を実施する。 

 

５ 第３回実行委員会の開催予定 

時期 ： 平成 28年２月～３月 

内容 ： これまでの取組み実績と評価及び今後取り組むべき対策等について 


